
スポーツ施設における官民連携の取組
～スタジアム・アリーナから身近なスポーツの場まで～

スポーツ庁 参事官（地域振興担当）付

令和５年１２月１８日

令和５年度地域の身近なスポーツの場づくりに関するオンラインセミナー
第１回 誰もが楽しめるスポーツ施設の官民連携の活用
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様々な地域課題

スポーツ施設整備 など

スポーツツーリズム

健康スポーツ

学校部活動
大学スポーツ

スポーツ産業

地元プロスポーツ

地元アスリート

スポーツ国際交流

障害者スポーツ

地域スポーツクラブ スポーツの
チ カ ラ
楽しさ、感動、共感など

スポーツによる「まちづくり」とは…

スポーツによる 地方創生・まちづくり

（地域の少子高齢化、地域住民の健康増進、地域の過疎化、地域経済の衰退など）

地域密着型プロスポーツチームと
地域の連携

障害者スポーツの体験を通じ
地域コミュニティとの共生

日本の文化資源を活かした
スポーツツーリズムの推進

健康スポーツ教室による
地域住民の健康増進

地域への経済的効果地域への社会的効果

スポーツ自体を楽しむことに加えて域内住民向け
（インナー施策）

地域外交流人口向け
（アウター施策）

活用

解決



2

スポーツで誰もが
「ともに」「つながる」
楽しさを感じられる社会

様々な人々・組織が
「あつまり」「ともに」

スポーツの展開に取り組む社会

スポーツ施設における官民連携の重要性

 スポーツ施設は地域の拠点となり、
地域経済の活性化や地域課題の解決に
貢献する役割。

 地域における産業としてのスポーツは、
飲食・サービス、小売、建設、旅行、医療・
福祉等、地域経済の様々な分野を活性化する
可能性。

 スポーツ施設の収益性・魅力の向上にむけては、
民間の資金・ノウハウを活用したPFI・
コンセッション活用も有用な手法の一つ。

整備と運営をパッケージにすることによって、

民間の創意工夫を活かした稼ぐ力のある
魅力あふれるスポーツ施設の実現

施設整備費を圧縮し、後年度の管理運営
を含め、公費負担を軽減

することができる可能性

自治体

民間
事業者

提案からの事業参画が可能
地域における事業機会の創出
自社のノウハウを発揮

することができる可能性
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第３期スポーツ基本計画（令和４年３月２５日）

６. スポーツの成長産業化
ア 国は、地方公共団体が中心となって取り組むスタジアム・アリーナ整備について、民間活力も活用し、スポーツの成
長産業化及び地域活性化を実現する基盤として着実に推進する。具体的には、目標とする 2025 年までの 20 拠
点選定に向けて地方公共団体及び民間事業者に対する専門的知見 ・国内外の先進事例情報等の提供や地域にお
ける関係者間での協議を促進するとともに、選定拠点を核にした情報集約の場を設け、拠点それぞれが蓄積した経験・
ノウハウを集約し、その展開を図る。

① 地域において、住民の誰もが気軽にスポーツに親しめる「場づくり」の実現
オ 国は、指定管理者制度の柔軟な運用や成果連動型民間委託契約方式
（ＰＦＳ/ＳＩＢ）の導入等の多様なＰＰＰ等により民間の資金・ノウ
ハウを活用したスポーツ施設の収益性や魅力を向上させる取組について、
先進事例の情報提供等により推進する。

10. スポーツの推進に不可欠な「ハード」「ソフト」「人材」

「みる」スポーツ施設

「する」スポーツ施設

単機能型 → 多機能型
行政主導 → 民間活力導入
郊外立地 → 街なか立地
低収益性 → 収益性改善

現状 目指す姿

「スマート・ベニュー® 」
（株）日本政策投資銀行

「マインドチェンジと官民連携」

今後５年間に総合的かつ計画的に取り組む施策

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwj974XhkfnMAhVMF5QKHUrQDlcQjRwIBw&url=https://twitter.com/mihatsuikutoshi/status/417854505212854272&psig=AFQjCNG_OkVTD-PRd3niKwmEQJbQJlXEVA&ust=1464400134116065
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スポーツ施設に活用されている官民連携の手法

（出典）スタジアム・アリーナ改革ガイドブック(第2版)Ⅶ.スタジアム・アリーナ運営・管理計画検討ガイドラインP143を一部修正

指定管理
ＰＦＩ

ＢＴＯ、ＢＯＴ、
ＢＯＯ等※２

ＰＦＩ
コンセッション

公園施設の
管理許可

普通財産の
貸し付け

主 な
関係法令 地方自治法 ＰＦＩ法 ＰＦＩ法 都市公園法 地方自治法

民法、借地借家法

概 要

公の施設※１の目的
を効果的に達成するた
め、民間事業者等を指
定管理者とし、公の施
設の管理を行わせるこ
とができる制度

公共施設等の設計、
建設、維持管理、運
営を、一括して民間事
業者にゆだねる制度

利用料金の徴収を行
う公共施設について、
施設の所有権を公共
主体が有したまま、施
設の運営権を民間事
業者に設定する制度

都市公園の施設につ
いて、公園管理者以外
が公園管理者の許可
を受けて管理することが
できる制度（公園管
理者の許可を受けて施
設の設置から行うことも
可能）

行政財産のうち普通
財産※３について、民間
事業者等へ貸し付ける
ことができる制度（民
間事業者が地方公共
団体と定期建物賃貸
借契約を締結し管理
運営することが可能）

期 間 法令上、特に制限なし 法令上、特に制限なし 法令上、特に制限なし １回の許可の期間の
上限は１０年間

法令上、特に制限なし

事 例
（運営期間）

京都サンガスタジアム
（10年間）

太田アリーナ（５年間）
市立吹田サッカースタジアム
（48年間、負担付寄付）

袋井市総合体育館
（BTO・18年間）

北九州スタジアム
（BTO・15年間）

津山市グラスハウス
（10年間）

有明アリーナ（25年間）

愛知県新体育館
（30年間）

宮城球場
（10年間＋延長5年間）

横浜スタジアム
（40年間）

舞洲アリーナ
（10年間）

※１ 地方公共団体が設置する施設のうち、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するために設けられる施設。
※２ ＰＦＩには、BTO方式、BOT方式、BOO方式等のいくつかの事業方式があり、BTO方式では地方公共団体が、BOT方式及びBOO方式では民間事業者

が施設の所有者となる。ＢＴＯ方式の場合は、指定管理等を併用し、ＳＰＣに運営を行わせる。
※３ 公有財産のうち特定の用途又は目的を持たないもの。

 スポーツ施設においては、官民の役割分担のもと、多様なPPP/PFI手法が活用されている。
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スポーツ施設における官民連携の推進に向けた取組（令和５年度）

 スポーツ庁では、スポーツ施設における官民連携を推進するため、
各自治体へ国の政策の説明や事例紹介等を実施

 関係省庁と連携し、各自治体での取組を後押しするための伴走型の支援を推進

○公共施設等運営事業の
導入に関するガイドライ
ンを周知するとともに、最
新情報を収集・拡充の
検討

＜内閣府、文科省＞

○PPP/PFI手法の導入の
検討状況を定期的に把
握、候補案件をリストアッ
プ、案件候補の掘り起こ
しを重点的に実施

＜文科省＞

○スポーツ施設（スタジア
ム・アリーナ等）を重点
対象に定める等、必要
な支援等

＜内閣府、国交省＞

○関係府省と連携し、支
援パッケージや事例集の
周知を図るなど、地方公
共団体等への働きかけ

＜文科省＞

PPP/PFI推進アクションプラン（令和５年改定版）（令和５年6月2日）
３．PPP/PFIアクションプラン推進の目標ー（２）重点分野と目標
⑤スポーツ施設（スタジアム・アリーナ等） 
令和４年度から公共施設等運営事業の活用に向けた取組を抜本的に強化し、令和８年度までに１０件の具体化を目標とする。さらに、
令和１３年度までに３０件の具体化を狙う。＜文部科学省＞

抜粋

 地域経済の活性化や地域課題の解決
に貢献する役割を有したスポーツ施
設を検討されている地域

 民間の資金・ノウハウを活用した
PFI・コンセッション等によるス
ポーツ施設の整備を検討している地域

• スポーツ庁との意見交換・打合せ
• スポーツ庁をはじめとする関係省庁
での取組等のご説明

• 官民連携の事例紹介
• トップセールスによるご支援
• 相談窓口
• 関係省庁へのつなぎ役 など
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官民連携の推進に向けたスポーツ庁での取組
トップセールスの

実施

2022.07.08 秋田県知事

スポーツ庁長官等が各自治体を訪問し、首長等を対象に、スタジアム・アリーナ等におけるPPP/PFIの推進に
関してトップセールスを実施。

愛知県・豊橋市 神奈川県川崎市

担当レベルでの意見交換

関係省庁との連携・つなぎ

相談窓口の設置

担当者レベルでの対面またはオンラインで意見交換の実
施。事例等の紹介や検討状況等を踏まえた相談など。

内閣府、国土交通省、経済産業省、総務省等と連携
を図り、情報を共有するとともに、地方公共団体と関係
省庁とのつなぎ役を担う。

地方公共団体や民間事業者（スポーツ団体）等から
のご質問やご相談に対応する。

施策集等の作成

「構想・計画」、「設計・建設」、
「管理・運営」それぞれの段階で
利用可能な制度について、網羅
的に掲載
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スポーツ施設におけるコンセッション方式の導入事例

（出典）岡山県津山市HP

○Globe Sports Dome
（旧グラスハウス）（岡山県津山市）

（受注者）（株）Globe
（運営期間）2021年11月30日から
2032年３月31日（10年間）

○愛知県新体育館（愛知県）

（出典）愛知県HP

○等々力緑地 球技専用スタジアム・
アリーナ （神奈川県川崎市）

（出典）神奈川県川崎市HP

（受注者）（株）愛知国際アリーナ
（運営期間）2025年4月1日から
2055年3月31日まで（30年間）

（受注者）Todoroki Park and Link 
（運営期間）建設次第～2053年 3 月
（約30年間）

（出典）東京都HP

○有明アリーナ（東京都）

（受注者）（株）電通（代表企業）
（運営期間）2019年７月30日から
2046年３月31日まで（25年間）

○新秩父宮ラグビー場
（日本スポーツ振興センター）

（出典）JSC HP

（受注者）Scrum for 新秩父宮 
（運営機関）2028 年 3 月から2058年
３月（30年間）

（出典）JSC HP

○新国立競技場
（日本スポーツ振興センター）

（受注者）2024年（予定）に選定
（期間）2025年（予定）～（30年間）

○コンセッション方式で事業者募集・契約

その他、愛知県豊橋市＜アリーナ＞、富山県富山市＜アリーナ＞等
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徳島

北海道
･北見市　　･東神楽町
･増毛町　　･壮瞥町

佐賀

長崎
・川棚町

山口
・萩市

大分
福岡

熊本

宮崎

鹿児島

和歌山
・田辺市高知

・土佐町

岡山
・赤磐市

愛知 静岡

千葉
山梨
・韮崎市

東京
・品川区

鳥取
兵庫

京都 滋賀
神奈川
・横須賀市島根

広島
大阪 奈良

三重
・松阪市

愛媛
・今治市

香川

栃木 茨城

岐阜
福井

埼玉

石川 富山
長野

群馬

新潟
・村上市

福島
・矢吹町

山形
･庄内町
・酒田市

宮城
･角田市
･大河原町
・石巻市

青森

秋田
･大館市

岩手
・住田町

沖縄

・かほく市
・宝達志水町

・富山市
・滑川市

･笠間市
･つくば市
･境町
・鹿嶋市

・銚子市
・長柄町

・栃木県
・矢板市
・栃木市
・那須塩原市

・沼津市
・御殿場市
・裾野市
・御前崎市
・磐田市
・藤枝市

・西尾市
・安城市
・美浜町

・野沢温泉村
・長野市

・美馬市
・三好市

・西宮市

・湯梨浜町

・北広島町

・小城市
・武雄市
・みやき町

・鹿児島市
・大崎町

・沖縄県
・沖縄市
・石垣市

・久喜市

・松原市
・東大阪市
・境市

・大津町
・都農町
・新富町

「スポーツ・健康まちづくり」優良自治体表彰制度 （通称：スポまち！長官表彰）

東京 2020 大会等の後も、そのレガシーとして、全国を先導するような優良な「スポーツ・健康まちづくり」に国の事業
も活用して今後取り組もうとしている自治体のアイデアを表彰するとともに、積極的に広く全国へアピールし、スポーツを活
用した特色あるまちづくりの全国展開を推進。

スポーツ庁

自治体

関係省庁（スポーツ庁含む）

② 認定表彰の
意見照会・審査

③ 認定表彰
全国アピール

① 認定表彰の申請
国
と
の
連
携

まちづくり計画の実施 全国
波及

（参考）イメージ図

表彰審査を通った自治体は、
（１）室伏スポーツ庁長官から表彰式において直接に表彰授与
（２）スポーツ庁が様々な媒体で積極的に広く全国にアピール

※採択済みの予算事業、認定済みの地域再生計画に基づく特別措置

～ 全国の「スポーツ×まちづくり」を応援します‼ ～

【選定自治体】
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PDCAサイクルの実践
IT・データ活用

ステークホルダーの確認と検討・連携体制の構築
スタジアム・アリーナ経営人材の活用
顧客・利用者の把握と情報提供
運営・管理に係る検討
収益性の検証と設計等への反映
コンプライアンスとリスク管理
顧客経験価値の向上
収益モデルの確立とプロフィットセンターへの変革
まちづくりの中核となるスタジアム・アリーナの実現
多様な利用方法や用途の実装
民間活力を活用した手法の採用
多様な資金調達の実現

多様な世代が集う交流拠点としてのスタジアム・アリーナ選定
成長戦略フォローアップ（令和3年6月18日閣議決定）において、「全国のスタジアム・アリーナについて、多様な世代が集
う交流拠点として、2017年から2025年までに20拠点を実現する」とされていることを踏まえ、スポーツ庁及び経済産業省
は、「多様な世代が集う交流拠点としてのスタジアム・アリーナ選定要綱（令和2年3月6日策定）」に基づき、「多様な世
代が集う交流拠点としてのスタジアム・アリーナ」を選定

平成29年（2017年）以降、次の各号に掲げる事業のうち、い
ずれかの事業を新たに実施している地方公共団体又は法人格を
有する団体

①申請者は申請様式に必要事項記入の上、スポーツ庁及び経済産業省に
申請を行う。

②スポーツ庁及び経済産業省は、申請者と利害関係を有しない3人以上の
外部有識者により構成される審査委員会を開催する。

③審査委員会は、評価項目（ごとに4段階（A～D）評価を行う。
④スポーツ庁及び経済産業省は、審査委員会による審査において、該当する
全ての評価項目でA又はBと評価された案件を選定する。

⑤スポーツ庁及び経済産業省は、選定結果を申請者に通知するとともに、選
定された申請者等の名称並びに他のスタジアム・アリーナの参考となり得る
先進的な取組事例を申請者の了解を得た上で公表する。

①スタジアム・アリーナ（※１）の新設・建替又は大規模改修（※２）に係
る設計・建設

②2017年以降新設・建替又は大規模改修されたスタジアム・アリーナの運
営・管理

※1：数千人から数万人の観客を収容し、スポーツを観ることを主な目的とする施設。
※2：収益向上や顧客経験価値向上を目的としたものに限る。

設
計
・
建
設

運
営
・
管
理

◎設計・建設段階

◎運営・管理段階（設計・建設含む）

選定要件

申請者

選定プロセス

評価項目
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ご清聴ありがとうございました

【お問い合わせ先】
＜自治体＞
 スポーツ庁 参事官（地域振興担当）付 施設企画係
 TEL：03-5253-4111（内線3773）／ Mail：stiiki@mext.go.jp

＜クラブチーム等民間事業者＞

   スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当）付 スタジアム・アリーナ改革推進事業担当
 TEL：03-5253-4111（内線2686）／ Mail：sminkan@mext.go.jp

お気軽にご連絡いただけると幸いです
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